
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

道路計画課長
小林　徹雄

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.96

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

道路計画課長
小林　徹雄

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　負担金　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　負担金　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

指定
管理

補助
金

東京地区用地対策連絡協議会規約

目的
・

意図
西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

給付
事業

該当

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

道路の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-01

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

164 178

2 14

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

5 129

　

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

上乗せ 横出し

東村山市 清瀬市

総合評価（課題・方向性）：
路線のうち、約290ｍの区間を「新み
ちづくり・まちづくりパートナー事
業」として、都と市で協定を締結し、
進めている事業である。完成後は、東
村山市域（特に久米川駅へのアクセ
ス）とのネットワーク化が図れること
や柳窪地域の総合的な街づくり、防災
機能の向上等が図れることから整備効
果は極めて高い。
早期完成に向けて、道路整備工事に鋭
意取り組んでいく。

総合評価（課題・方向性）：
道路整備促進のための協議会参加事業
は、計画的な道路整備を進めるため
に、関係する自治体と連携して、大会
の開催､国会議員､関係省庁への要請等
を行い、道路整備促進に必要な安定し
た道路財源を確保することは重要であ
る。
引続き参画し、要望等、活動を引き続
き行い、道路整備促進に必要な安定し
た道路財源の確保を図っていく。

用地取得に対しての問題点及
び収用事業として、税の減免
の拡大等を東京地区用対連と
してまとめ、上部団体である
全国用対連に意見、具申す
る。

収用事業にかかわる地権者に
対するメリットの拡大。

研修会等
の回数
(回)

説明：適正かつ円滑な用地事務の推進のために
設置されている事業でああることから、各事業
主たる公共団体が行う事務である。また、補償
費の算定基準等を取り扱うなど非常に公共性が
高いため、業務フローの改善及び制度改正の余
地はない。

説明：研修会等の回数、トータルコスト
ともに前年度と大きく変化がなかったた
め。

総合評価（課題・方向性）：
東京都、区市町村、東京都及び区市町
村の設立にかかる公社及び関東地区用
地対策連絡協議会加盟の私鉄、電力会
社等、趣旨に賛同する団体で構成され
ており、公共用地の取得に関し、相互
に連絡調整をはかり、適正かつ円滑な
事務の推進をはかることを目的として
おり、妥当である。
適正かつ円滑な用地事務の推進のため
に設置されている事業であるため、今
後も現状を維持しつつ、用地関係事務
の情報交換及び連絡調整を行い、その
成果を用地取得事務に反映させてい
く。

公共用地取得事務に携わる
人。

説明：都と市で協定を締結し進めている
事業であるため、業務フローの改善及び
制度改正の余地はない。

説明：用地取得率が100％となったため。

道路利用者

都道府県､地方公共団体等で
組織される協議会で、道路整
備の促進､地方の道路財源の
確保のため、大会の開催､国
会議員､関係省庁への要請活
動等を行う｡

広域的なネットワークの形成
により、都市間の連絡、近隣
市や最寄駅までのアクセスが
容易になる。

大会等へ
の参加回
数(回)

説明：道路整備促進のための都道府県､地
方公共団体等で組織される協議会である
ことから、業務フローの改善及び制度改
正の余地はない。

30年度の方向性 現状維持

3 達成度 3
2 14

業務フローに改
善の余地がある

14 172

効率性

14 165 179 89,500

186 93,000

　制度改正の
余地がある 　

財政健全経営計画
実行プラン

07-01-04

道路計画課
用地係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

東京地区用対連参
画事務

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

小平市

－

2

事業
内容
・

活動
手段

14 14 89,000

終期

対象

道路整備促進のた
めの協議会参加事
業

終期

対象

業務フローに改
善の余地がある

－

事業
内容
・

活動
手段 5 129 42,400

都市計画法・道路法

効率性 3 達成度

説明：大会等への参加回数、トータルコ
ストともに前年度と大きく変化がなかっ
たため。

3

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

43,000

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

西東京市

対象 外部評価

129

5 128

目的
・

意図 128 82 210 42,000

129 83 212

指定
管理

補助
金

07-01-02

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

東3・4・5号線整備
事業

給付
事業

該当

215

774 188,927 186,480 2,447

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

07-01-03

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

小平市 東村山市 清瀬市

86

2,039 190,966

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

－

上乗せ 横出し

0 10,000

246,726
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

西東京市

事業
内容
・

活動
手段

給付
事業

該当
行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

318

用地取得
面積(㎡)

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

対象

0 83,277 82,959

達成度 3効率性 3

2,139

業務フローに改
善の余地がある 　

2,062 12,062
用地取得
進捗率
(％)

9,912 88

30年度の方向性 現状維持
業務フローに改
善の余地がある

138 58,927 3,423 103,688 －

説明：駅東口周辺の活性化や東部地域の総合的な街づく
り、更には市域北東部地域の雨水冠水対策等にも寄与す
る。
事業主体が市の公共の事業として施行するものであり、
また、用地取得は、公平・構成に行われなければなら
ず、地権者の財産等、プライバシーに関し保護しなけれ
ばならないことから、業務フローの改善及び制度改正の
余地はない。

809,748

462,247

清瀬市 西東京市

85,416 － 100都市計画法・道路法

終期

43,000 47,669

指定
管理

補助
金

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

6,500 47,650

目的
・

意図

広域的なネットワークの形成
が可能となり、駅東口周辺の
活性化や東部地域の総合的な
まちづくり、更には市域北東
部の雨水冠水対策を可能とす
る。

26,620 12,290

効率性 3 達成度 3
119 93,060

3,262 453,464981 450,202

100

　制度改正の
余地がある 　

226,218 133,315

3,300 96,360
説明：用地取得率が100％となったため。

道路利用者

都市計画法に基づく事業認可
を受けた街路事業として、社
会資本整備総合交付金等の補
助金を活用しながら、早期完
成を目指した事業展開を図っ
ていく。 用地取得

面積(㎡) 用地取得
進捗率
(％)

終期

対象

事業
内容
・

活動
手段

給付
事業

該当

07-01-01

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

東3･4･20号線整備
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

小平市 東村山市

都市計画法・道路法 0

総合評価（課題・方向性）：
事業効果は、既に事業中の新座都市計
画道路3・4・8号線と広域的なネット
ワークの形成、駅東口周辺の活性化や
東部地域の総合的な街づくり、更には
市域北東部地域の雨水冠水対策等も併
せて実施できることから、整備効果は
極めて高い。
早期完成に向けて、道路整備工事に鋭
意取り組み、平成30年中ごろの交通開
放を目指す。

道路利用者

広域的なネットワークの形成
が可能となり、都市間の連
絡、近隣市や最寄駅までのア
クセスが容易になる。

都との協定受託事業「新みち
づくり・まちづくりパート
ナー事業」による市の骨格道
路整備の事業。

100,265 24,200 17,000

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

道路の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-01

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

道路計画課長
小林　徹雄

45

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 45

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

45

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

8 8

管理課長
古澤　毅彦

9

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 10

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

9

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

82

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

努力義務的
(法律・政令等)

市道207号線改修事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

上乗せ

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

安全性、快適性が向上した生
活道路を利用できる。

0 7,884

0 15,535

11,414

用地取得
面積(㎡) 用地取得

率(％)
3,4032,721

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

73 123,318

07-01-05

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

横出し

東久留米市道路整備計画

給付
事業

現状維持

－ 45
道路線形決定、内部調整、地
権者交渉

18,938

効率性

総合評価（課題・方向性）：
五箇年道路整備計画（Ｈ23～Ｈ27）に
基づき事業を進めている路線であり、
平成25年度から用地買収を開始し、平
成26年度には一部の用地管理工事を実
施している。
引き続き、新たな五箇年道路整備計画
（Ｈ28～Ｈ32）に基づき、用地取得を
進め、鋭意整備を進めていく。

30年度の方向性

3,364 126,682 1,735,370

該当

7,884 3,530

終期

対象
説明：都市計画マスタープランに掲げて
いる補助幹線道路・主要生活道路を中心
に作成した五箇年道路整備計画（Ｈ28～
Ｈ32）に基づき整備を行う事業であり、
事業主体が市であることから、業務フ
ローの改善及び制度改正の余地はない。

業務フローに改
善の余地がある

68,130 20,000 35,188

3 達成度 1
12,814

説明：五箇年道路整備計画（25年度～28
年度）に基づき整備を進めてきたが、用
地取得等に時間を要していることから、
達成度が低くなっている。

　制度改正の
余地がある 　

－

地域住民

事業
内容
・

活動
手段

目的
・

意図

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

64 9,668

37,825 532,746 82

説明：国有財産法第9条第3項及び第31条
の3第1項により業務フロー及び制度改正
の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：道路・水
路境界立会い事務は、国有財産法第9
条第4項による法定受託事務である。
また、行政財産を管理する上で必要不
可欠な事務処理であることから、事業
費・人件費の削減は困難である。よっ
て、30年度以降も現状維持で継続する
必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

官民境界の立会

境界確定
処理達成
割合(％)

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）国有財産法第9条第3項及び第31条の3第1項 71 11,541

終期

対象

市道、水路の官民境界及び境
界確認を申請する市民

申請処理
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある

対象 外部評価

11,541 26,284

効率性 3 達成度

9,668 26,106 35,774 558,969

3

廃止予定
の有無

説明：処理件数は、年度ごとの道路の築
造、移管状況等によって異なるため、効
率性及び達成度ともに問題はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市道の認定、廃止を行うこと
により、計画に基づく管理及
び不要物件の処理が可能にな
る。小平市 東村山市

7 492 5,354 5,846 835,143
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

6 499 499 2,937 3,436 572,667

終期

対象
認定を必要とする道路及び宅
地開発等により築造された道
路

認定、廃
止に関す
る事務処
理件数
(件)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）道路法第8条、第10条 4 499 499 2,956 3,455 863,750 －

説明：道路法第8条及び第10条による道路
管理者の実務であり、業務フロー及び制
度改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：「道路
法」及び「東久留米市道路線の認定、
廃止、変更並びに道路の区域変更に関
する取扱規定」に基づき、路線を特定
する行為である。また、法律上の効果
として認定等の行為により当該路線を
建設、管理する義務を負うことになる
道路管理行為に先立つ根本的な行為と
なる。さらに、道路の廃止行為は、当
該路線に係る道路の機能が失われ、一
般交通の用に供する必要がなくなり道
路法第92条の規定により処分できるも
のである。これらの事務については30
年度以降も必要不可欠なものとして現
状維持で継続する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

市道の認定及び廃止

清瀬市 西東京市

492

効率性 1 達成度

2

廃止予定
の有無

説明：本事業においては、境界確定の申
請者が市と委託契約関係にない測量事業
者に発注するケースがある。そのため事
業者が市内の土地権利関係を調査する事
務や、市と地権者、事業者との連絡調整
等に時間を要する場合があるため、年度
内に境界確定事務が完了しない場合があ
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
行政財産の管理小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

72 10,660 10,660 26,770 37,430 519,861
財政健全経営計画

実行プラン

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

根拠
法令
等

244 9,040 9,040 19,793

30年度の方向性 現状維持

(国）道路法第16条 243 8,999 8,999 13,963 22,962 94,494 89

説明：
＜業務フローの改善の余地について＞
　道路パトロール業務等の一部委託を実施して
いるため、業務フローの改正余地はない。
＜制度改正の余地について＞
　道路法に基づき実施しているため制度改正の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
　市道を安全、快適な状態に保つこと
は道路管理者（市）の責務であり、道
路利用者の不安を取り除き、常に安
全・快適に利用できるようにすること
は必要不可欠である。事業

内容
・

活動
手段

道路及び道路付属施設の機能
を常時良好な状態に保つた
め、修繕や改修の必要箇所を
把握し、道路の安全確保を図
るため、道路パトロールを実
施した。 道路1km当

りの事故
発生件数
(件)

上乗せ 横出し

245 9,131
2

業務フローに改
善の余地がある

廃止予定
の有無

9,131 17,132 26,263 107,196

効率性

　制度改正の
余地がある 　

説明：
　業務フローに変更がないため、修繕や
改修を必要とする箇所数によりコストが
大きく変動する。

28,833 118,168

 直営
（委託無）

全部
委託

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

4 達成度

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市道（認定、認定外道路）

パトロー
ルを実施
した日数
（日）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

道路等の安全性の確保図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

07-01-06

管理課
道路・河川施設担
当

道路管理事業

07-01-08

管理課
管財担当

市道認定・廃止事
務

07-01-07

管理課
管財担当

道路・水路境界立
会事務

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

道路の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-01

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

8 8

管理課長
古澤　毅彦

9

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 10

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

9

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

5 5

管理課長
古澤　毅彦

4

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 5

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

4

　30年度の方向性

対象

道路台帳
補正件数
(件)

行政
補完的

2

廃止予定
の有無

説明：用途廃止すべき法定外公共物の箇
所の数は例年数件にとどまるうえに、年
度によって変動があるため、前年度と比
べて単位当たりコストは増加している
が、効率性、達成度ともに問題はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地方分権一括法により財産の
管理を市町村が担うことと
なったため、適切な管理を行
うとともに、不要となる不動
産の払い下げにより経費削減
と歳入確保を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4 3,988 3,988 5,273 9,261 2,315,250
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

5 3,100 3,100

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
法定外公共物（水路、里道
等）

法定外公
共物の用
途廃止数
(箇所)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）国有財産特別法第5条
（市）東久留米市公共物管理条例

4 2,692 2,692 4,517 7,209 1,802,250 80

説明：業務フロー及び制度改正について
は、国からの指導方針もあり、改善の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：法定外公
共物の管理については、地方分権一括
法により財産及び機能の管理が国から
市町村に譲与されたため、東久留米市
公共物管理条例に基づき市が行ってい
る。機能が廃滅した法定外公共物は、
用途の廃止を行い普通財産とすること
で、不動産を適切に管理し、歳入の確
保を図る必要がある。したがって、本
件事業は、30年度以降も現状維持で継
続する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

法定外公共物の機能の状況を
確認し、不要となる箇所の用
途廃止を行う。 法定外公

共物の売
払い箇所
数(箇所)

4,487 7,587 1,517,400

効率性 2 達成度

88,387 154,038 11,762 256,387 896,458
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

245,148 11,829 335,100 1,288,846

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

(国）道路法第16条 263 302,063 26,840 63,124 212,099 11,910 313,973 1,193,814 89

説明：
＜業務フローの改善の余地について＞
　道路に関する様々な市民要望に対応す
る必要があるため。
　＜制度改正の余地について＞
　道路法に基づき実施しているため

総合評価（課題・方向性）：
　市道利用者が安全に通行するために
必要な事務事業である。また、計画的
かつ効率的に補修を実施するために
「道路舗装補修工事５ヶ年計画」の推
進を図っていく。また、目視では確認
できない路面下の状況を把握し、陥没
等を未然に防ぐため、路面下空洞調査
を29年度から5か年計画で進めてい
く。

事業
内容
・

活動
手段

道路舗装補修、側溝修繕等を
含めた道路及び道路付属施設
の維持管理を実施した。

効率性 3 達成度 2

廃止予定
の有無

説明：
　平成27年度より橋梁長寿命化修繕計画
に基づく橋梁補修工事に着手したため、
事業費が増額となった。
　業務フローに変更がないため、修繕件
数や修繕内容によりコストが大きく変動
する。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市道（認定、認定外道路）

道路の安
全確保の
ための工
事・修繕
件数(件)

323,271 28,633 49,490

道路1km当
りの事故
発生件数
(件)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

260

補助
金

目的
・

意図

道路等の安全性の確保図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

286 244,625 2,200

現状維持

（国）道路法第28条 30 13,841 13,841 2,874 16,715 557,167 －

説明：道路法第28条による道路管理者の
実務であり、業務フロー及び制度改正の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：道路台帳
補正事務は、道路法第28条の規定によ
り道路管理者が実施する事務であると
ともに、地方交付税の算定基礎として
使用されるなど、道路管理上のみなら
ず市町村の財政運営の面からも非常に
重要な事務となっている。したがっ
て、本件事務は、30年度以降も現状維
持で継続する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
業務フローに改
善の余地がある

20,181

制度改正の
余地がある

認定道路

上乗せ

6,084

横出し

590,000
財政健全経営計画

実行プラン

　

自主的
(条例・規則等)

20,060

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

不法投棄
処理件数/
不法投棄
物件数
（％）

根拠
法令
等

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：補正及び更新の対象となる道路は
毎年度変動があるため、今年度は件数が
大きく減少したことにより単位コスト当
たりは前年度と比べて増加しているが、
効率性、達成度ともに問題はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市道の整備状況を把握し、地
方交付税等の基礎資料とす
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

34 13,976

17,325

13,976

17,325 2,856 403,62050

30年度の方向性 現状維持

（国）道路法第16条 67 614 614 575 1,189 17,746 100

説明：（業務フローの改善）不法投棄物
を適切に処理できている。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

総合評価：（課題）不法投棄者のモラ
ル向上が課題である。
（方向性）道路の安全を確保するため
に、今後も継続した通報への対応及び
パトロールが必要である。

事業
内容
・

活動
手段

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

道路台帳の補正及び更新

効率性

550

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

5 達成度

義務的
(法律・政令等)

市道上の不法投棄者
市道上の不法投棄物

不法投棄
処理件数
(件)

529 2,190

外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東村山市 清瀬市 西東京市

58 529

1,387 1,937

市民通報、道路パトロールに
より、不法投棄されたゴミを
発見し、不法投棄者を確認の
うえ、投棄者不明の物は張り
紙による警告を行って、一定
期間後、市職員が回収しその
後、処理業者に引き渡す。

2,719

81

46,879
財政健全経営計画

実行プラン
対象

550 23,914

　

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

07-01-11

管理課
道路・河川施設担
当

道路維持事業

07-01-10

管理課
道路・河川施設担
当

道路不法投棄処理
事業

07-01-12

管理課
管財担当

法定外公共物特定
調査事業

3

廃止予定
の有無

説明：
業務フローに変更がないため、不法投棄
の回収件数によりコストが大きく変動す
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

不法投棄者に回収させる。不
法投棄者が不明の場合、市で
迅速に回収処分する。

小平市

07-01-09

管理課
管財担当

道路台帳補正事業

対象 外部評価

根拠
法令
等

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

道路の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-01

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成27年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

3

廃止予定
の有無

説明：
定例的な業務であるため、効率性に問題
ない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・市が管理する道路を原状に
復旧させることにより、安全
で快適に維持する。
・道路占用による受益者負担
を確実に徴収する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

750 0 7,463 7,463 9,951
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

747 0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市道（認定・認定外道路）の
占用者

占用許可
件数(件)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）道路法第32条 770 0 1,396 1,396 1,813 －

説明：
道路法第２４条、３２条による道路管理
者が行う事務であり、フロー及び制度改
正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
評価：道路法第32条により権能的事務
であり、継続すべき事業である。
方向性：道路占用料は、固定資産税評
価額を用いて算出しており、評価額の
見直し後に、占用料の改正を行う。
(平成31年度実施予定)

事業
内容
・

活動
手段

条例に基づく道路占用許可

1,386 1,386 1,855

効率性 3 達成度

20,061 2,920 22,981 62,962
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

43,554 2,937 46,491 127,373

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

(国）道路法第16条
東久留米駅西口階段及び付属施設の日常管理に関する覚書（西武鉄道）

365 19,082 19,082 493 19,575 53,630 100

説明：（業務フローの改善）道路の景観
形成の向上が図れているため。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

総合評価：駅昇降施設の有料広告物掲
載について鉄道事業者と協議してきた
結果、独自による募集活動を以て実施
することとし、29年度から有料広告物
の募集活動を実施しながら維持管理費
に係る歳入確保を目指していく。事業

内容
・

活動
手段

駅施設の清掃、保守点検、植
栽管理、噴水管理、施設補修
を実施した。

清掃した
結果、安
全、快適
な施設の
提供を図
れた割合
（％）

効率性 5 達成度 3

説明：平成27年度は屋根部分の大規模改
修工事を実施したことにより事業費が増
加したが、平成28年度は定期的な維持管
理であったため、事業費が減少した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

駅施設の利用者

清掃実施
日数
（日） 43,554

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

365
廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

駅施設の安全、快適な施設の
提供を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

365 20,061

3

廃止予定
の有無

説明：
　効率的な活動回数となっているため、
コストに大きな変動は生じていない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

遊歩道利用者に安全で、緑に
親しみやすい遊歩道環境の形
成維持を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

5 6,432 6,432 1,622 8,054 1,610,800
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

5 5,891

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 遊歩道の利用者

除草、剪
定の回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

(国）道路法第16条 5 5,947 5,947 1,643 7,590 1,518,000 100

説明：（業務フローの改善）道路の景観
形成の向上が図れているため。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

総合評価（課題・方向性）：
　遊歩道利用者が、安全・快適に遊歩
道を利用できるよう、清掃・除草・剪
定等を定期的に実施する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

滝山地区の遊歩道の清掃、植
栽剪定、除草、害虫駆除、植
栽、施設補修を実施した。

実施した
結果、緑
に親しみ
やすい遊
歩道環境
の形成維
持が図ら
れた割合
(％)

5,891 1,632 7,523 1,504,600

効率性 3 達成度

5,256 811 6,067 1,516,750
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

5,346 816 6,162 1,540,500

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

(国）道路法第16条 4 5,562 5,562 821 6,383 1,595,750 100

説明：（業務フローの改善）道路の景観
形成の向上が図れているため。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

総合評価（課題・方向性）：
　市民等の利用者が、サイクリング道
路を快適・安全に利用するためには、
定期的な清掃・除草等が必要であり、
存続が必要な事業である。

事業
内容
・

活動
手段

サイクリング道路における清
掃、植栽剪定、除草、害虫駆
除、植栽、施設補修を実施し
た

実施した
結果、安
全で緑に
親しみや
すい水辺
環境の形
成維持が
図られた
割合(％)

効率性 3 達成度 3

説明：
　効率的な活動回数となっているため、
コストに大きな変動は生じていない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
黒目川と落合川のサイクリン
グ道路の利用者

除草、剪
定回数
(回) 5,346

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

4
廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

サイクリング道路利用者が、
安全で緑に親しみやすい水辺
環境の形成維持を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4 5,256

滝山地区遊歩道維
持事業

07-01-13

管理課
道路・河川施設担
当

サイクリング道路
維持管理事業

07-01-16

管理課
道路・河川施設担
当

道路占用許可事務

駅施設維持管理事
業

07-01-15

管理課
道路・河川施設担
当

07-01-14

管理課
道路・河川施設担
当

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

道路の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-01

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

施設建設課長
武内　浩司

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）賃貸借 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

390 0

道路計画課長
小林　徹雄

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） -

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

-

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

道路計画課長
小林　徹雄

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 53

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

-

23,523 2,596 26,119 6,529,750
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

23,328 2,611 25,939 6,484,750

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）道路法第16条 4 28,295 28,295 2,628 30,923 7,730,750 100

説明：（業務フローの改善）道路の景観
形成の向上が図れているため。
（制度改正）道路法に基づき実施してい
るため。

総合評価：市道を利用する市民が、安
心して利用できると共に安らぎと潤い
を感じてもらうため、定期的な清掃、
除草、剪定を行い、倒木等の恐れがあ
る樹木を的確に把握する必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

植樹帯清掃、街路樹害虫駆
除、街路樹剪定、街路樹の植
栽を実施する。

実施した
結果、道
路の景観
形成の向
上が図れ
た割合
（％）

効率性 2 達成度 3

説明：
　効率的な活動回数となっているため、
コストに大きな変動は生じていない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市道の植栽

清掃植栽
剪定実施
回数
（回） 23,328

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

4
廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

道路における緑を植栽管理す
ることにより道路の景観形成
の向上を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4 23,523

07-01-17

管理課
道路・河川施設担
当

道路植栽管理事業

東村山市

　30年度の方向性 現状維持

品確法、東京都建設局土木積算システム、下水道積算システム等

2 2,512 2,512 4,475 6,987 3,493,500 －

説明：
本事務は土木積算システム等を使用し、
随時更新される最新の設計単価を採用し
ながら予定価格を算出しており、既に本
事務の効率化が図られていることより、
改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
現状の工事等発注の規模では、２台の
積算ステムで効率的に積算業務を執行
することができている。しかし今後、
行政ニーズの多様化により事業量が増
加していく場合、人員体制の拡大に伴
う積算システムの増設も検討の必要が
ある。

事業
内容
・

活動
手段

　建設（土木）設計委託及び
工事を実施するにあたり、土
木積算システム等を利用する
ことにより、予定価格を算定
している。

該当

上乗せ 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
設計委託や工事発注の年間件数により、
使用頻度が多くなり人件費が上がるため
１台あたりのコストは高くなるが、積算
システムがより生かされているとも考え
られる。

 直営
（委託無）

全部
委託

　

4,154 6,572 3,286,000

効率性 3

制度改正の
余地がある

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

建設（土木）設計委託及び工
事

積算シス
テム導入
数
（台）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある

6,999 3,499,500
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

4,581

　建設（土木）設計委託及び
工事の予定価格算定の適正か
つ効率的な執行の確保

小平市
目的
・

意図 2,418

横出し

2 2,418 2,418

清瀬市 西東京市

2 2,418

一部
委託

指定
管理

補助
金

07-01-18

施設建設課
工事係

工事設計・積算シ
ステム事務事業

#VALUE!
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

230,868 102,464 3,403 336,735 296,688

地域住民

用地取得
面積(㎡)

#VALUE!

地域住民

安全性、快適性が向上した生
活道路を利用できる。

-

整備延長
(ｍ)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東久留米市道路整備計画 1,023 341,485 223,191 118,294 3,530 345,015 337,176 100

説明：東久留米市上の原地区土地利用構
想整備計画に基づく整備区域と東村山都
市計画道路３・４・２０号線とを結ぶ事
業であり、事業主体が市であることか
ら、業務フローの改善及び制度改正の余
地はない。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市上の原地区土地利用構想整備計画に
基づき事業を進めている地区と幹線道
路である東村山都市計画道路３・４・
２０号線との連携を図り、上の原地区
への交通アクセスを高める路線であ
り、平成29年度～30年度で鋭意整備を
進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

道路線形決定、内部調整

効率性 2 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：27年度から用地取得を始め、28年
度には用地取得100％となっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

用地取得
率(％)

1,135

0

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

07-01-20

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市道229-1号線整備
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

業務フローに改
善の余地がある

07-01-19

道路計画課
道路交通計画係

対象

市道203号線整備事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

30年度の方向性 現状維持

東久留米市道路整備計画 0 7,096 5,321 1,775 3,530 10,626 － #DIV/0!

説明：東久留米市上の原地区土地利用構
想整備計画に基づき整備を行う事業であ
り、事業主体が市であることから、業務
フローの改善及び制度改正の余地はな
い。

総合評価（課題・方向性）：東久留米
市上の原地区土地利用構想整備計画に
基づき事業を進めている路線であり、
平成29年度～30年度で鋭意整備を進め
ていく。

事業
内容
・

活動
手段 -

#VALUE!

道路線形決定、内部調整

整備完成
延長(ｍ)

0 0

効率性 3 達成度 3

説明：28年度に詳細設計を進めている事
業であり、29年度から30年度に掛けて整
備を進めることから、達成度が低くなっ
ている。

安全性、快適性が向上した生
活道路を利用できる。

- 0

0

333,332

0

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

住みやすさを感じるまち 施策番号・名 07 生活の快適性を支えるまちづくり 基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

目標値

事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源 一般財源

道路の整備

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

07-01

事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

道路計画課長
小林　徹雄

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

説明：整備手法調査を行っており、未整
備状況であるため。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

0 #VALUE!

#VALUE!
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

清瀬市 西東京市

東久留米駅西口～小平駅北口
を結ぶ交通ネットワークを形
成し、公共交通機関の導入促
進、市南西部の活性化、総合
的なまちづくりの推進を図
る。

-

0 4,796

対象

道路利用者

用地取得
面積(㎡)

- 0

説明：東久留米駅西口～小平駅北口を結ぶ交通ネット
ワークを形成し、公共交通機関の導入促進、市南西部の
活性化、総合的なまちづくりの推進を図れる。
事業主体が市の公共の事業として施行するものであり、
また、用地取得は、公平・構成に行われなければなら
ず、地権者の財産等、プライバシーに関し保護しなけれ
ばならないことから、業務フローの改善及び制度改正の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：事業効果
は、東久留米駅西口～小平駅北口を結
ぶ交通ネットワークを形成し、公共交
通機関の導入促進、市南西部の活性
化、総合的なまちづくりの推進を図れ
ることから、整備効果は極めて高い。事業

内容
・

活動
手段

東京における都市計画道路の
整備方針(第四次事業化計画)
において優先整備路線に位置
づけられた区間の整備を進め
ていく。

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

業務フローに改
善の余地がある

4,796 3,530

効率性 3 達成度 3

8,326 －

00

－

目的
・

意図

07-01-21

道路計画課
道路交通計画係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

都市計画道路東3・
4・21号線整備手法
調査

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

東京における都市計画道路の整備方針(第四次事業化計画)

終期

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

指定
管理

補助
金

廃止予定
の有無

小平市 東村山市

東久留米市


